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少子化に伴い、河合小学校、玉滝小学校、鞆田小学校、丸柱小学校の児童数が減少し、学校の小規模化が深刻になっ
ている。このため、望ましい教育環境を整え、学校教育の充実を図る。

阿山地区では、河合小学校、玉滝小学校、鞆田小学校、丸柱小学校を統合することにより学校規模が改善され、各学年
２学級以上が維持でき、子供の社会性や創造力などの向上が期待できる。また、学校維持費のランニングコスト削減と教
職員の適正配置が可能になる。

国有林または、既存の学校用地活用により、容易に用地取得ができる。阿山地区全体の小学校統合事業であり、既存
校舎の立地、老朽化等勘案しながら新校舎の建設を進めるが、既存施設のうち耐震不足の部分のみ改築する方法につ
いても検討課題として協議を進める。
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学校規模や学年規模が適正化され、学習環境が整備される。
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少子化に対応するため、Ｈ２３～Ｈ２６の事業期間で、河合小・
玉滝小・鞆田小・丸柱小を統合し新校舎を建設し、Ｈ２７頃の
開校を目指す。本年度は、（仮称）阿山小学校設置準備委員
会のなかで、学校敷地の選定する。
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